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1. 本業務の背景、目的及び実施体制 
1.1. 背景および目的 

令和３年（2021 年）11 月に開催された気候変動枠組条約第 26 回締約国会議（COP26）
の合意文書を以て、産業革命前からの気温上昇を 1.5℃に抑えることが、世界の新たな目標

として確認された。この目標達成には、各国において、州、市、区等、様々なレベルにお

いて取組を加速させることが必要不可欠である。日本でも、2050 年までに温室効果ガスの

排出を全体としてゼロにし、脱炭素社会を目指すことが宣言され、CO2 排出実質ゼロを宣

言する自治体は 600 以上（2022 年４月 30 日現在）にまで急増しており、令和３年（2021
年）6 月に策定された地域脱炭素ロードマップの下、先進的な対策を各地で創出し、全国

に拡大するような取組が進められている。 
このとおり具体的な地域の気候変動対策・プロジェクトを検討・実施するうえで、都市

や自治体の役割は重要性を増している。世界全体での脱炭素社会の実現に向けては、特に

経済成長が著しいアジアにおいて、持続可能な脱炭素社会構築への動きを加速させること

が必要であり、社会経済の発展を支える活動の場である都市の脱炭素化に向けて、国際的

にも都市の取組を支援する動きが強化されてきている。 
また、現下の新型コロナウイルス感染拡大の状況下において、都市は感染拡大関連の課

題に対処すると同時に、持続可能な開発を達成するための新たな方策についての再調整や

検討を迫られており、都市間の連携による新たな手法、新たな都市の構築が極めて重要で

ある。本事業では、日本の研究機関・民間企業・大学等が、脱炭素・低炭素社会形成に関

する経験やノウハウ等を有する本邦都市とともに、海外自治体等における脱炭素・低炭素

社会形成への取組、および脱炭素・低炭素社会の形成に寄与する設備の導入を支援するた

めの調査事業を実施する。 
本業務は、上記目的を踏まえて、インドネシア・バリ州と富山市による連携により、脱

炭素政策に積極的な両自治体の取り組みを支援するとともに、協力関係を深化させつつ、

富山市内企業と一丸となり次世代の都市づくりを実現することを目指すものである。 
SDGs 未来都市である富山市は、インドネシアの自治

体との連携による貢献を目指し、様々な取り組みを推進

してきた。富山市のインドネシアとの繋がりは深く、

2014 年にバリ州タバナン県との技術協力協定の下、

JICA 事業を活用し小水力発電設備を導入したことを契

機に、スマラン市、バンダアチェ市、トビンティンギ

市、タバナン県、クルンクン県、レボン県等との協力協

定を締結し、SDGs 達成に寄与するプロジェクトを組成

してきたところである。 
2018 年にはその功績から日本の自治体として初め

て、インドネシア内務省より感謝状の贈呈を受けてい

る。富山市は、SDGs 未来都市として、この取り組みを SDGs17 に掲げられている「グロ

ーバル・パートナーシップを活性化」するゴールに位置付け、国際連携の取組をさらに進

める方針である。 
バリ州ではこれまで、JCM 都市間連携事業として、「富山市・バリ州による都市間連携

を活用した観光未来都市支援事業」を実施してきた。同事業においては、ホテルや交通分

野を中心に観光セクターの低炭素化支援を行ったほか、燃料転換に係る政策支援に加え、

図 1-1 内務大臣からの富山市庁

への感謝状授与 
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JCM 案件形成活動として JCM 設備補助事業の申請支援、ビジネスマッチング、ワークシ

ョップ開催などの活動を実施してきた。これらの活動の基盤として、バリ州およびバリに

立地する国立大学であるウダヤナ大学との協力協定をそれぞれ締結済みである 1。 
これら事業の成果として、大型ホテルの省エネ・再エネ導入に係る事業が具体化した矢

先、新型コロナウィルスの感染拡大に伴い、観光事業者における投資が厳しいものとなっ

た。 
そこで、一昨年度においては、バリ州が抱える最大の環境課題である交通渋滞やそれに

伴う排ガスによる大気汚染、CO2 排出に焦点を移し、この対策について検討を行った。 
有力な技術として、富山市がスマラン市において実現した平成 30 年度 JCM 設備補助事

業「スマラン市公共交通バスへの圧縮天然ガス（Compressed Natural Gas: CNG）とディー

ゼル混焼設備導入プロジェクト」の技術であるガス転換機器（Dual Diesel Fuel: DDF）シ

ステムが考えられた。より排出係数の低い化石燃料による削減という視点からは、脱炭素

へ向けた通過点に過ぎないものの、交通分野で実現性の高い同技術による低炭素化は一定

の排出削減効果を期待できるものであった。 
一方で、インドネシアにおいてガスの流通状況は万全とはいえなず、石油の減産に伴い

埋蔵量の多い天然ガスの利用促進策が進められているものの、産出される天然ガスのほと

んどが、輸出か大規模需要家（LNG 火力発電所等）への供給に留まっており、都市の潜

在的な需要に供給する体制が整っていなかった。 
加えて、2022 年にバリ島で開催された G20 を受け、バリ州では気候変動対策でもさら

なる先進的な取り組みに挑戦する機運となった。こうした中で、化石燃料である天然ガス

ではなく、豊富なポテンシャルがありつつも、系統課題により十分に普及していない太陽

光発電の有効化に資する水素利用や、電気自動車の普及、廃棄物課題の解決といった観点

で、富山市への協力要請を得るに至った。昨年度には水素に関するセミナーを開催、約

100 名の関係者が参加し高い関心があることを把握したところである 2。 
そこで、今年度事業においては、脱炭素の実装に向けた支援として、太陽光発電を基盤

とした水素利用、ＥＶ利用に加え、廃棄物管理や廃プラスチック由来の水素製造といった

技術導入の可能性を検討することとした。太陽光発電については、PPA 等によるビジネ

スベースの取組も進んでいるところであり、こうした事業への JCM 設備補助事業を活用

した取組も並行して検討することとした。 
 
1.2. 本業務の実施体制と実施内容 

本プロジェクトの実施体制および概要を下記の通り示す。 

 
1 当該協力協定を、参考資料 1 および参考資料２に示す。 
2 令和 3 年度に開催した水素セミナー資料を参考資料３に示す。 
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図 1-2 本業務の実施体制（全体） 
出所）JANUS 作成 

  

バリ州
エネルギー鉱物資源局
国際協力局

水素製造および燃料電池による
系統連系事業 FCVおよびEVモビリティ利用事業

JCM事業化支援
脱炭素政策支援
水素普及政策移転

水素製造/利用技術検討、JCM事業化支援

プロジェクト管理

技術協力

太陽光発電等再エネ水素製造の検討

内務省

連携・協力

EPC、現地調査

水素普及課題検討

廃プラスチックガス化水素製造事業

国家開発計画庁

技術イノベーション庁
エネルギー鉱物資源省

協力協定

▲富山市水素普及政策と事業実績

自治体におけるJCM適用
アドバイザリー

スマラン市
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2. 事業化計画の検討 
2.1. インドネシアの低炭素政策の取り組み 
2.1.1. インドネシア中央政府の低炭素政策 

インドネシアにおける低炭素化に係る政策的位置づけの柱として、2010 年に大統領令の

形で策定された「国家温室効果ガス排出削減行動計画（Rencana Aksi Nasional Penurunan 
Emisi Gas Rumah Kaca: RAN-GRK）」がある。 

この計画では、国家公約として 2030 年までに成り行きシナリオ（Business as usual: BAU)
から 29 %の排出削減目標のもと温室効果ガス排出削減に取り組む、とされているが、国際

的支援を得た場合には 41 %の温室効果ガス排出量を削減するという目標も表明されてい

ることから、二国間クレジット制度（Joint Crediting Mechanism: JCM）についても活用が期

待されてきた。2013 年 10 月、日本とインドネシアは JCM に調印し、日本にとって 8 番目

の JCM 対象国となった。 
2021 年 7 月に策定された「低炭素及び気候レジリエンスに向けたインドネシア長期戦略

2050」では、2060 年までにカーボンニュートラルを達成することが明記されている。 
温室効果ガス排出実質ゼロ目標は、低炭素と気候変動対応力に関する長期戦略として、

グラスゴーにおいて開催された気候変動枠組み条約第 26 回締約国会議（COP26）に向け国

連に提出された。ただし、2030 年の目標としては、追加的な対策を講じなかった場合（BAU）

と比較して温室効果ガス排出 29％減、国際支援を活用して最大 41％削減を目指す従来目

標を維持したものとなっている。 
分野別の削減目標では、林業やその他土地利用の分野が 24％、エネルギー分野が 16％と

なっている。エネルギー分野については、段階的な石炭火力発電の削減や、水力発電、バ

イオマス発電エネルギー、水素、浮体式や屋根置き型の太陽光発電、地熱発電の加速、高

コストのディーゼル発電からガス発電や新再生可能エネルギーへの転換を計画する内容と

なっている。 
インドネシアの国内制度としては、低所得層向けの安価なエネルギー供給が政権支持基

盤の重要な要素であることなどから、安価なエネルギー生産が選好されやすく、発電単価

の高い再生可能エネルギーの急速な転換には課題が多いとされつつも、2015 年に策定され

た新国家エネルギー政策（Rencana Umum Energi Nasional 2015-2050：RUEN）においては、

2025 年までにインドネシアにおける各エネルギーの割合について、石油を 49 %から 22 %
以下へ低減させるほか、天然ガスを 20 %から 22 %、石炭を 24 %から 32 %、再生可能エネ

ルギーを 6 %から 23 %へそれぞれ増加させるとしている。上記の NDC 改訂と段階的な石

炭火力発電の削減の観点からは、国家エネルギー戦略に関しても今後改訂が見込まれるが、

当面上記の目標に沿った施策が進められるものと思われる。 
国家エネルギー政策（RUEN）では、天然ガス、再生可能エネルギー電力による低炭素施

策を包含した構成となっており、当該政策の中で低炭素政策の方針を読み取ることができ

る。 
同政策の全体像と、再生可能エネルギー電力による低炭素施策を表 2-1 に整理する。 
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表 2-1 国家エネルギー政策における天然ガス、再生可能エネルギー電力の位置づけ 

項目 内容 

目標 

・経済の効率的運用に向けて市場経済化をリードするビジネスの役割の増進 

・輸出向けエネルギー開発、国内消費者向けエネルギー利用基盤の増強 

・国内外で戦略的パートナーシップを強化 

・外国依存の低減とローカルコンテンツの増強 

戦略 

・国内/輸出間の価格差是正 

・エネルギーマスタープラン策定の支援 

・生産者から消費者までの市場メカニズム導入 

・大規模開発における民間と政府の役割分担 

・民間によるエネルギー開発への支援 

・技術開発・人材育成の推進 

・エネルギー関係者の協調体制の確立 

・エネルギー関連部門における経営管理能力の育成 

行動計画 

（電気・電

化） 

・再生可能エネルギーによる発電の増強、発電燃料の多様化と石油消費の削減 

・遠隔地での発電電力の近隣諸国への輸出 

・コージェネレーション、燃料電池などの新しい発電技術利用の開発 

・環境保護を目的とした発電オペレーション手法の確立 

行動計画 

（民生商業

部門） 

 

・省エネタイプの機器の推奨 

・省エネ機器情報の消費者への伝達 

・天然ガス消費への転換推進のための輸送技術や小規模貯蔵施設などの開発 

行動計画 

（工業部

門） 

・自家発電から電気事業者への買電へ切り替え促進 

・コージェネレーションタイプの発電装置の利用促進 

・無電化地域でのローカルエネルギーの利用促進 

・茶製造、ゴム工場、温室農園などの小規模工場でのブリケットの利用 

行動計画 

（運輸部

門） 

・バイオディーゼル燃料の開発 

・都市での公共交通機関用に電気自動車システムを開発 

・自動車の燃費基準の設定 

出所）エネルギー鉱物資源省ウェブサイト：「PERATURAN PRESlDEN REPUBLlK INDONESIA NOMOR 22 TAHUN 
2017 TENTANG RENCANA UMUM ENERGI NASIONAL」をもとに作成、

https://www.esdm.go.id/assets/media/content/content-rencana-umum-energi-nasional-ruen.pdf、2020 年 1 月 20 日取得 

 
2.1.2. 国家中期開発計画（RPJMN） 

インドネシア政府は 2020 年 1 月新たな国家中期開発計画（Rencana pembangunan jangka 
menengah nasional: RPJMN）を発表した。当該計画において、実質 GDP の成長率は年平均

5.7～6.0％で想定されており、当該目標の達成には約 35,000 兆ルピアの投資が必要となる。

また、国民 1 人当たりの国民総所得を、24 年時点で 5,810～6,000 ドルまで引き上げるとい
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う目標も設定している 3。 
RPJMN においては大統領の 9 つのミッション、5 つの指令が設定されており、これから

下記の通り 7 つの開発課題が示されている。開発課題においては、環境に配慮し、災害レ

ジリエンスを向上させ、気候変動対策を考慮した開発が求められるとされている。 
 

 
図 2-1 中期開発計画（RPJMN）大統領指令および 7 つの開発課題 

出所）中期開発計画（RPJMN、2020～2024） 

 
RPJMN のマクロ開発目標においては、GHG 排出削減目標についても言及されており、

前述の NDC で挙げられている 2030 年、BAU 比 29％の削減を達成するために、2024 年ま

でに GHG 削減量 27.3％を目標に掲げている（下図）。 

 
3 インドネシア国家開発企画庁“Rencana Pembangunan Jangka Menengah Nasional 2020-2024, Narasi（国家中期開発計画）” 
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図 2-2 中期開発計画（RPJMN） 2020-2024 年のマクロ開発目標 
出所）中期開発計画（RPJMN、2020～2024） 

 
エネルギーの開発計画では、同国においては化石燃料への依存が続いており、2018 年時

点で 75％であったエネルギー自給率は 2045 年には 28％まで減少すると見込まれている。

これを賄うために前述の RUEN で掲げられている再生可能エネルギーの普及を進め、その

割合を 2024 年までに 23％までに増加させることを目標としている。 
同計画はエネルギ―開発に関して下記に示す方針を示している。 

 
1） 再生可能エネルギーの開発の加速 
2） バイオ燃料の供給量の増加 
3） エネルギー確保および省エネの発展 
4） 産業へのエネルギー供給の増加 
5） NRE（新・再生可能エネルギー）の開発および産業界の支援 

 
再生可能エネルギー増加目標の達成においては、油ヤシ由来の再生可能エネルギーの開

発に注力することも明記されており、その投資額は2024年までに32兆ルピアを見込んでい

る。 
都市部の電力需要は電力の多様化が追いついておらず、いまだに化石燃料由来のエネル

ギーへの依存が続いている。太陽光発電は普及が進んでいないが、これは太陽光パネルの

供給が高価格・低品質の国産パネルに限られ、また、グリッドの整備と買取制度が十分に

進んでおらず、再エネの受け入れ基盤ができていないためとされている。 
 
2.2. 事業調査結果 
2.2.1. バリ州の低炭素化に向けた取り組み 
(1) 主たる政策・方針 

インドネシアでは国家中期開発計画（RPJMN）が策定されており、これに沿って各州に

おいても州レベルの地方中期開発計画（Rencana pembangunan jangka menengah daerah: 
RPJMD）が策定されている。バリ州における最新の RPJMD は 2018～2023 年での計画とな
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っている 4。 
RPJMD は RPJMN と密接に関連しており、バリ州 RPJMD（2018～2023）で掲げられて

いる 22 の開発ミッションは、RPJMN（2015～2019）の 7 つの開発ミッションに沿うよう

に計画されている。 
バリ州 RPJMD においてエネルギー開発に関連する記述としては、22 のミッションのう

ち Mission 21 が関連する。下記に 22 あるミッションのうち、環境に関連する Mission 21 を

抜粋する。Mission の下にはそれぞれ目標があり、到達目標には指標が設けられている。 
 

表 2-2 バリ州 RPJMD ミッション 21 

ミッション 21：清潔でグリーン、美しい環境の開発によるバリ Krama ライフスタイルの実現 

Goal 2：清潔、グリーン、美しい生活環境の実現 

指標：環境 Index（IKLH） 

指標 Unit 2018（基準年） 2019 2020 2021 2022 2023 

1. 水質 Index Index 63.2 64.7 66.2 67.7 69.2 70.7 

2．大気質 Index Index 92.0 92.4 92.9 93.4 93.9 94.4  

3．GHG 削減 （%） 8.4 9.4 10.4 11.4 12.3 12.3 

4．再エネ割合 （%） 0.4 0.4 1.1 7.1 13.8 20.0 
出所）バリ州中期開発計画（RPJMD） 

 
(2) バリ州エネルギー関連政策 

1）バリ州エネルギー政策 

バリ州では再生エネルギーの開発を推進するために政策の整備を進めており、バリ州へ

のヒアリングによれば、関連法令として下記が関連する。 
 バリ州エネルギー総合計画（2020-2050）に関する規則（Rencana Umum Energi Daerah: 

RUED）(No.9/2020) 
 バリ州クリーンエネルギーに関する知事規則（No.45/2019） 
 バッテリー式電動輸送機に関する知事規則（No.48/2019） 
 バリ州エネルギー計画に関するバリ州知事令 2020-2039（No.123/03-M/HK/2020） 

  

2）バリ州エネルギー総合計画（RUED） 

インドネシアでは国家エネルギー政策（Kebijakan Energi Nasional: KEN）及び新国家エネ

ルギー政策（RUEN）に基づき、各州ではエネルギー総合計画（RUED）が策定されている。 
バリ州においても 2020 年 9 月に「バリ州エネルギー総合計画（2020-2050）に関する規

則」を策定しており、同規則においては、クリーンエネルギーの使用を推進する方針が定

められている。ここで言うクリーンエネルギーとは、天然ガスおよび新・再生可能エネル

 
4 バリ州中期開発計画（RPJMD、2018～2023 年） 
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ギーを指す。バリ州は長期的なエネルギー計画において、2015 年時点で 0.27％であったバ

リ州の電源構成に占める再生可能エネルギーの割合を 2025 年には 11.5％、2050 年には 20.1
％へと増加させることを目標としている。なお、RUED は原則 5 年ごとに計画の見直しが

行われることとなっている。 
電源構成における化石燃料の割合として、将来的に、石炭火力に関しては割合を減少さ

せ、2050 年までに廃止させる計画である。石油利用については、2015 年時点で 75.7％の割

合を占めていたものを、2050 年には 45％までに減少させる予定である。電源構成における

ガスの割合に関しては、2015 年時点で 4.4％であったが、2025 年時点で 56.2％まで増やす

計画で、それ以降は減少する予定である。 

 
図 2-3 バリ州の将来電源構成 

出所：バリ州エネルギー総合計画（2020-2050）に関する規則（RUED）(No.9/2020) 
凡例は右上から石炭、ガス、石油、再生可能エネルギー。 

表 2-3 バリ州の将来電源構成 

エネルギー種類 
2015 年 2025 年 2050 年 

（％） 

石炭 19.6 3.3 0.0 

ガス 4.4 56.2 34.9 

石油 75.7 29.3 45.0 

新・再生可能 

エネルギー 
0.3 11.5 20.1 

出所：バリ州エネルギー総合計画（2020-2050）に関する規則（RUED）(No.9/2020) 

 
また、RUED において長期的な温室効果ガスの排出量は下記の通りとなっている（表 

2-4）。将来的な経済成長及び消費の拡大を踏まえた結果として、2015 年には 6,154,000t-
CO2/年であった排出量は、2030 年には 9,296,000t-CO2/年、2050 年には 21,279,000t-CO2/年
になることが予想されている。 

特にこの中では交通セクターの占める影響が大きく、全体の 2/3 近くを占めていること

が分かる。バリ州において、ディーゼル燃料が交通セクターで主に使用されていることを

踏まえると、交通分野における燃料転換による低炭素化ポテンシャルは大きいといえる。 
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表 2-4 バリ州将来温室効果ガス排出量予測（単位：千㌧ CO2） 

セクター 2015 年 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 2045 年 2050 年 

産業 167 202 246 317 415 556 742  936  

交通 4,236 4,878  5,524  6,342 7,518 9,115 11,133 13,570  

一般家庭 353  434  486 503 517 527  535  542  

商業 597  707  771 1,096 1,580 2,260 3,125  4,154  

その他 801  844 879 1,039 1,238 1,465 1,762 2,076  

計 6,154 7,065 7,906 9,296 11,268 13,923  17,298 21,279 

出所：バリ州エネルギー総合計画（2020-2050）に関する規則（RUED）(No.9/2020) 

 

バリ州の RUED では主要方針を 3 つ掲げると同時に、それらを支持する 6 つの支援策が

策定されている。下記にバリ州 RUED における再エネに関する主要方針を抜粋した。 
 

表 2-5 バリエネルギー総合計画 （RUED, 2020 – 2050）ガス供給、再エネ開発に関する主な政策 

戦略 プログラム RUED Activities 関係機関 期間 

方針 1: 地域のエネルギー需要に応じたエネルギーへのアクセス 

方針 3: 地域再生可能エネルギーの利用 

新・再生可能

エネルギーの

利用促進 

電源構成に

おける新・

再エネの割

合の向上 

2025 年までの新・再エネ開発目標：

228MW 

1） 太陽光：213MW 

2） 小水力：2.8MW 

3） 屋根置き太陽光：10MW 

4） バイオマス：0.9MW 

5） 風力：1.3MW 

 

2050 年までの新・再エネ開発目標：

537MW 

1） 太陽光：500MW 

2） 小水力：6MW 

3） 屋根置き太陽光：20MW 

4） 潮流発電：4MW 

5） バイオマス：3MW 

6） 風力：4MW 

労働土地移住

省、開発局、民

間企業、 

運輸省、海洋水

産省、公共事業

省 

2020～

2050 

出所：バリ州エネルギー総合計画（2020-2050）に関する規則（RUED）(No.9/2020) 
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主要方針を支持する 6 つの支援策は下記の通りである。 
 支援策 1：エネルギー保全、エネルギー多様化 
 支援策 2：環境と安全 
 支援策 3：エネルギー価格、補助金とインセンティブ 
 支援策 4：住民とエネルギー産業のためのインフラ整備とインフラへのアクセス 
 支援策 5：エネルギー技術への研究開発と適用 
 支援策 6：機関と資金拠出 

このうち再エネに係る政策を下記に抜粋する。 
 

表 2-6 バリエネルギー総合計画 （RUED, 2020 – 2050）ガス供給、再エネ開発に関する主な支援策 

戦略 プログラム RUED Activities 関係機関 期間 

支援策 3: エネルギー価格、補助金とインセンティブ 

公正なエネ

ルギー価格 

地域資源を活用

した再エネ提供

のための適正な

エネルギー価格

の算出 

 太陽光、バイオエネルギー、風力、潮流

発電の開発における実現性調査の実施 
 再エネ投資機会の促進のための特別／グ

リーン電力価格や協力スキームに関する

規制の整備 

ESDM、

バリ開発

計画局、

民間企業 

2020～
2050 

再エネ利用

のインセン

ティブ 

エネルギー補助

金・インセンテ

ィブの提供 

 貧困層への電気料金の補助や電気料金補

助スキームの新たなスキームの整備に関

する政策策定（地方予算より拠出） 

出所：バリ州エネルギー総合計画（2020-2050）に関する規則（RUED）(No.9/2020) 

 
なお、RUED に加え、バリ州クリーンエネルギーに関する知事規則（No.45/2019）におい

ても、バリ州の独立したクリーンなエネルギー生産のための方策をまとめており、再生可

能エネルギ―普及の取り組みとして、ディーゼル、重油の使用を今後ガス、屋根置き太陽

光発電、バイオ燃料、その他の潜在的な再生可能エネルギーへ置き換えるとしている。 
2020 年以降に進行した屋根置き太陽光の導入プロジェクトを下記に示す。 

 
表 2-7 2020 年以降にバリ州で進行中の屋根置き太陽光発電プロジェクト 

資金の拠出元 設備容量（kWp） 

ESDM 再エネ・省エネ局からの贈与フェーズⅠ（7 か所） 270 

韓国 KEA および BAPPENAS からの贈与（太陽光に加え充

電設備含む） 

6.6 

ESDM 再エネ・省エネ局からの贈与フェーズⅡ（2 か所） 150 
出所）バリ州（2020 年）”Proposal Bali Mandiri Energi Dengan Energi Bersih Di Provinsi Bali”をもとに作成 

 
(3) バリ州の電力需要量および再生可能エネルギーポテンシャル 

現在、バリ州に対する電力供給量のうち、バリ島内での発電は約 70%を占め、その大半
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を火力発電に依存し、残りをジャワ島からの海底ケーブルで調達している。バリ州内での

火力発電の構成は、大半を石炭火力発電で賄い、その他は天然ガスが利用されている。な

お、設備としてはディーゼル発電プラントもあるが現在休止中となっている。 
バリ州の電力設備容量は 2019 年時点で 926 MW であり、稼働していない軽油による発

電設備を含めると 1,261 MW となる。同州は 2039 年まで毎年 6 ％ずつ設備容量を増加さ

せることを目標としており、2035～2039 年頃には 3,206 MW にまで拡張することを目指し

ている 5（表 2-8）。 
今後増加する設備容量に応じて、バリ州はガス火力発電の割合を増加させる計画である。

PLN のインドネシア電力供給事業計画（Rencana Usaha Penyediaan Tenaga Listrik: RUPTL）
2019-2028 に基づき、政府は火力発電の燃料の天然ガスへの移行を計画しており、バリにお

いては今後の電力需要を賄うための電源開発として、バリ島北部の Celukan Bawang に 350 
MW×2 のガス火力発電の開発を計画している。 

 

表 2-8 バリの将来発電設備容量および予測 

 2020-2025 年 2025-2030 年 2030-2035 年 2035-2039 年 

設備容量目標

（MW） 

1,418 1,897 2,539 3,206 

ピーク需要（MW） 1,091 1,459 1,953 2,466 
出所）バリ州（2020 年）”Proposal Bali Mandiri Energi Dengan Energi Bersih Di Provinsi Bali”をもとに作成 

 

再生可能エネルギーの設備容量としては 2019 年時点で小水力が 1.8 MW、太陽光発電が

約 4 MW であり、電源構成の 1 ％にも満たない割合である。一方でバリ州の再生可能ネル

ギーの発電ポテンシャルは 3,686 MW にも上るとされており、今後の開発が期待されてい

る。 
 

表 2-9 バリ州の再生可能エネルギー発電ポテンシャル 
種類 潮流 風力 バイオガス バイオマス 太陽光 水力 地熱 小水力 

設備容量

（MW） 
320 1,019 45 147 1,254 624 262 15 

計（MW） 3,686 
出所）バリ州（2020 年）”Proposal Bali Mandiri Energi Dengan Energi Bersih Di Provinsi Bali”をもとに作成 

 
(4) バリ州における再生可能エネルギー普及課題 

2021 年、バリの電力供給は民生業務、民生家庭で過去最高を記録し、設備容量に基づ

く総電力供給可能量 4.7TWh の 88％に達した。バリの電力は、ジャワ－マドゥラ－バリ

系統および同系統に接続する IPP、またはオフグリッド発電所からの供給である。 

 
5 バリ州（2020 年）”Proposal Bali Mandiri Energi Dengan Energi Bersih Di Provinsi Bali”（クリーンエネルギ―導入による

エネルギー自給のための方針） 
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図 2-4 バリ島における系統図 

 
既設発電所からの供給能力は十分であるといえないものの、再生可能エネルギーの間欠

性を考慮すると、電力系統を管理・運営する PLN としては再生可能エネルギーの電力グ

リッドへの接続は前向きでは無いようである。 
バリ州 I Wayan Koster 知事は、RUED 2020-2050 の策定に際して、2019 年のバリ島のす

べての発電所の設備容量は 1,440.85MW であると述べ、その内訳として海底ケーブルを通

じたジャワ由来の 400MW、Celukan Bawang 石炭火力発電所の 426MW、Pesanggaran ガス

火力発電所の 201.60MW、240MW、そして停止中のギリマヌク、ペムロン、ペサンガラ

ンディーゼル火力発電所の 410.85MW があると説明した。 
発電可能な電力は 927.20MW となるが、ディーゼル火力発電設備は通常スタンバイ状

態（緊急時以外は稼働しない）であり、最大ピーク負荷は 920MW に達するため、適格電

力と比較するとバリの予備電力はわずか 0.77％しかないことになる。ピーク負荷の 30％
の容量を予備電力とすることが推奨されることから、予備力の確保は大きな課題である。 

エネルギーの利用可能性と安全性に必要な予備力として、バリ州は 2 つの選択肢を用意

している。まず、東ジャワのパイトン火力発電所から電力供給を受け、ジャワ島からの燃

料ガス供給も含めて不足分に対応する方法である。第二に、ギリマヌク、ペマロン、セル

カン・バワン、ペサンガランの既存発電能力を拡大する選択肢がある。 
こうした状況にある中で、国営電力 PLN にとっては、再生可能エネルギーの系統流入

による供給安定性への影響が懸念事項となり、メガソーラー規模はもちろん、家庭用の太

陽光発電（自家消費）すら逆潮流の許可を得にくい状況を生んでいる。次章以降に示すバ

リ州太陽光 EPC 事業者へのヒアリング結果に詳述するが、PLN は家庭・事業者向け太陽

光導入制度として以下の導入モデルを承認している。 
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インドネシアにおける太陽光利用事業モデル 

① PLN が顧客の建物の屋根に屋根置き太陽光発電を設置し、そのシステムの運用を担当す

るモデル。初期投資は顧客負担。 

② PLN が屋根置き太陽光発電を設置・維持管理するというトータルソリューションを提供

し、顧客は特別価格（政府・PLN の規定額）の適用を受けながら、普段通りに電気料金

を支払うモデル。初期投資は PLN 負担。 
③ 顧客が事業体と協力して、顧客の建物に屋根置き太陽光発電を設置できるモデル。屋根

置き太陽光発電の資金調達と管理は、両者間の合意に基づいて定める。初期投資はサー

ビス提供者負担。 
④ 顧客がエンジニアリングサービス会社 ESCO などの機関と協力して、顧客の建物に屋根

置き太陽光発電を設置または管理するモデル。初期投資は ESCO 事業者負担。 

 
しかしながら、上述の通り、これら再生可能エネルギーの流入によるグリッド影響の懸

念により、PPA やネットメータリングといった手続きにおいて PLN の審査が進まず、多く

の保留・遅延案件が続出している状況である。 
FIT 制度に基づくメガソーラー事業についても同様である。インドネシアにおける民間

大手石油・ガス元売である Medco Power の 2 つの子会社（PT Medco Solar Bali Barat と PT 
Medco Solar Bali Timur）は、2022 年 3 月、バリ島東西において、それぞれ 25MWp の設備

容量の太陽光発電の PPA 締結に至っている。Medco Power は、この太陽光発電所の建設を

2022 年に完了することを目標としていたものの、PLN グリッドへの買電にあたって交渉が

長期化していた。22 年 3 月に PPA 締結に至りつつも、2023 年 2 月現在、着工には至って

いない状況である。 
制度的背景としては、脱炭素を推進する一方で、現状としてはインフラである電力系統

の制約が政策推進を阻んでいる状況であると分析できる。政府と電力会社の方針の相違が

露呈している状態といえるなか、PLN に対する批判もある一方、電力の安定供給の側面

から技術的に問題が発生することを防ぐ意味においては、PLN の事情についても理解す

る必要があるといえる。 
こうした実態のなか、脱炭素実行のドミノを加速させていくうえでは、再生可能エネル

ギーを利用しつつも安定的な供給が可能となるシステム（蓄電池等）によるソリューショ

ンか、オフグリッドでの電力供給モデルが当面の対処策である。 
以上の検討を踏まえ、本調査では、今後脱炭素化が期待される交通分野の電力需要に対

して、水素や蓄電池の活用可能性を検討していくこととする。 
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2.2.2. 水素製造および燃料電池による系統連系事業に向けた検討 
 
(1) 東芝エネルギーシステムズ株式会社の H2One™システム適合性調査 

1） 東芝エネルギーシステムズ株式会社による既存調査結果の整理 
① 検討背景 
水素燃料は様々な原料から製造でき、製造法と CO2 排出の強度により分類されている。

化石燃料を原料として製造し、その過程で排出される CO2 を手当てしない場合は「グレー

水素」と呼ばれ、化石燃料から製造しつつ、製造過程で排出される CO2 を回収・貯留・利

用することにより、CO2 排出を抑制する場合は「ブルー水素」とされる。そして、再生可

能エネルギー電力による水電解水素製造によってその過程で CO2 排出が無いものは「グリ

ーン水素」に分類される。 

 

図 2-5 水素の分類 

 
本事業では、脱炭素の観点から、再生可能エネルギーである太陽光発電を主な対象とす

る。一般的にグリーン水素は経済性の面で課題があるとされるが、上述の通り、バリ州に

おいては以下の状況から導入が優位な側面がある。すなわち、 
 
・バリ州は太陽光発電のポテンシャルが大きく、再生可能エネルギー普及計画の中心的位

置づけとして導入が期待されているが、太陽光発電は天候により出力が変動することか

ら、バリ州の脆弱な送配電インフラの下では制御が難しく、系統接続が進まない。 
 
・系統接続ができた場合でも、グリッド安定化のためのベースロード電源確保（曇天など

による出力ゼロ時のバックアップ電源供給）の面から、化石燃料由来の発電所に依存せ

ざるを得ない。 
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図 2-6 バリ州における太陽光ポテンシャルと導入課題 

 
端的にいえば、太陽光発電により多くの電力を生み出せる環境にありながら、それを有

効に活用できるだけのインフラが整っておらず、豊富な太陽光発電エネルギーを有効化で

きない状況にある。 
発電側の安定出力という観点からは、蓄電池との比較も必要である。リチウムイオン電

池の充放電効率は 90～95 ％と言われており、余剰電力は蓄電し、供給不足時には放電す

ることで、安定した自家発電システムを構築することも可能である。一方、蓄電池は、規

模が大きくなるほど、コスト・設置面積の課題が生じ、自然放電を考慮すると、長期間の

電力貯蔵には対応が難しい。 
このような蓄電池の制約からは、一定規模以上かつ電力以外の用途も考え得るケースに

おいては、水素の形で貯留し、燃料電池により蓄電する方式（Power to Gas）が有利である。

水素のエネルギー効率は、電解効率 80 ％×燃料電池による発電効率 55 ％＝44 ％程度で、

コ・ジェネ（熱電併給）方式で熱利用まで加えても 70 ％程度であるとされるが、水素貯

蔵タンクを増設するだけで、簡単にかつ低コストで大容量化できる他、貯蔵タンクからの

自然放出がないため、季節や年を跨ぐ大規模なエネルギー貯蔵が可能である。 

 

図 2-7 水素を活用した電力安定供給のイメージ 

 
日本においても近年、再生可能エネルギーの調整力として、再エネ余剰電力から水素を

製造する取り組みが進められているが、これは、電力から水素を製造する際に用いられる

水電解が負荷応答性に優れ、デマンドレスポンスとしてとらえることで、系統周波数調整

に活用できるからである。日本では出力抑制を受けた余剰電力の有効利用という考えに基

づくが、仮に再生可能エネルギー全量を水素製造に充てる場合、上述の通り水電解装置に

ウダヤナ大学地域再生可能エネルギーセンターの報告

バリ州での太陽光ポテンシャルは1,254 MW。

2025年には108 MWの導入を計画。

太陽光発電が稼働：
ベースロード電源出力を抑制

太陽光発電が非稼働：
ベースロード電源をフル稼働

緻密な系統管理が必要

需要供給
電力供給の原則：

発電（供給）と受電（需要）
同時同量が不可欠

*太陽光発電サイトから
高圧送電線設置が必要

水素貯蔵

水電気分解
水素製造装置

燃料電池
ユニット

一定電力量の
安定供給
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おいては負荷を吸収できる特性があることから、発電電力を有効活用できるうえ、出力抑

制の制約を受けない利点がある。 
また、水素は、電力貯蔵だけではなく、モビリティ等の燃料としても活用できる利点も

ある。現在インドネシアにおいてそのほとんどを輸入しているガソリン、ディーゼルと比

較し、再生可能エネルギー由来の水素は国産燃料として安定価格での供給が可能であり、

カーボンフリーである点に優位性を見出すことができる。 
ガス産出国であるインドネシアでは、交通分野へのガス利用を推し進めており、これま

での都市間連携事業においてそのポテンシャルを検討してきた一方、巨大なガスインフラ

構築が前提となることや、低炭素効果は見出せるものの脱炭素には至らない課題もあった。

水素利用については経済性の課題が残るが、JCM 事業をはじめとした補助の活用や、脱炭

素という意義、高騰するエネルギー価格を見据えると、将来的には水素普及の可能性も十

分に検討し得ることから、本事業ではその足掛かりとなる実証を目指し検討を進める。 
ただし、上述のバリ州における 2045 年までのネット・ゼロエミッション計画においては

電気自動車の推進が掲げられているところである。電気自動車と水素自動車の最適な棲み

分けに留意しつつ本検討を行う他、電気自動車についても富山市での取組実績から有用な

提案を行い、バリ州の計画推進への寄与を検討する。モビリティに関する検討については

次章に詳述する。 
 

② 文献およびヒアリング調査結果 
本調査では、再生可能エネルギー電力を水素による貯蔵、燃料電池による発電を経て、

電力として利用するモデルを検討する。富山市においては、富山水素エネルギー促進協議

会が低炭素社会実現を目指した水素インフラ導入推進に向けて、再生可能エネルギーと燃

料電池、および制御システムを一体化させたパッケージ技術である東芝エネルギーシステ

ムズ株式会社の H2One ™システムを導入し、稼働に至っている。なお、同社は富山水素エ

ネルギー推進協議会正会員である。 
 

 
 

図 2-8  H2One ™システム概要（左）と活用先の例（右） 
出典）東芝エネルギーシステムズ株式会社 
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図 2-9 富山市水素ステーション（左）と開所式の様子（右） 

出典）富山市及び東芝エネルギーシステムズ株式会社 

 
東芝エネルギーシステムズ株式会社では、経済産業省「平成 30 年度質の高いエネルギ

ーインフラの海外展開に向けた事業実施可能性調査」での「インドネシア・フィリピン離

島向け自立型水素エネルギー供給システム適用案件開発調査事業」において、インドネシ

アにおける適地選定と導入計画、経済性評価を実施している。同調査の中で、電力料金の

高いインドネシア地方部における H2One ™の適性について言及しており、電力料金価格が

概ね 4,000 IDR/kWh（約 40 円）以上の地域において経済性が成立するとの結果を報告して

いる。 
ここで、バリ州内（ジャワ・バリグリッド）の電力料金を見てみる。 
インドネシアにおける料金体系はやや複雑で、適用料金システムは 37 種類となってい

る。このうち、貧困対策等の観点から、一部には補助金が適用される料金体系となってい

る。 

 

図 2-10 ジャワバリ系統における電力料金 
出典）PLN https://web.pln.co.id/pelanggan/tarif-tenaga-listrik/tariff-adjustment 
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本調査対象としては、補助金適用外となる政府、工業、オフィス等が想定される。補助

金適用外の料金システムにおける基本料金は以下の通りとなっている。 
 

表 2-10 補助金適用外の料金システムにおける基本料金表 

料金クラス 契約電力 価格（kWh 当たりルピア） 
R-1 TR900VA 1,352.00 
R-1 TR1300VA 1,444.70 
R-1 TR2200VA 1,444.70 
R-2 TR3500-5500VA 1,699.53 
R-3 ＞TR6600VA 1,699.53 
B-2 TR6600VA-200kVA 1,444.70 
B-3 >TM200kVA 1,114.74 
I-3 >TM200kVA 1,114.74 
I-4 >TT30,000kVA 996.74 
P-1 >TM200kVA 1,522.88 
公共照明 TR 1,699.53 
L TR,TM,TT 1,644.52 

出典）Kompas “Daftar Harga Listrik Per kWh 2022 untuk Golongan Tarif Non-subsidi 
2022 年 10 月 12 日 https://money.kompas.com/read/2022/07/03/130130526/daftar-harga-listrik-per-kwh-2022-untuk-golongan-

tarif-non-subsidi?page=all（2022 年価格改定に係る報道記事） 

 
バリ州における電力料金補助の無い産業分野、公共照明など政府関係の電力価格は、最

大でも 1,699.53Rp/kWh となっており、H2One ™の競争力が期待できる 4,000Rp/kWh には及

ばない。 
一方、中山間部、離島においては、小規模なディーゼル発電に依存しており、発電原価

が高い地域がある（Lembongan, Nusa Ceningan, Nusa Penida など）。 
エンドユーザーに対して補助金が適用されるものの、PLN としては発電原価の削減にイ

ンセンティブがある地域といえる。例えば、エネルギー鉱物資源省によれば、バリの離島

である Nusa Penida 島における発電原価が 2,000Rp を超えていることを公表している 6。 
なお価格的にはグリッド電力が経済性において上回ることから、JCM 設備補助の活用に

より、H2One ™での発電原価も抑制することに加え、熱利用分等も加味して総合的な効果

を評価し、ポテンシャルユーザーを特定することが重要であることが示唆される。 
熱利用の観点からは、病院への活用も選択肢となり得る。バリ州では、再生可能エネル

ギーの最大限の利用を含めて、病院のグリーン化（Green Hospital）政策を推進してお

 
6 KEMENTERIAN ENERGI DAN SUMBER DAYA MINERAL “Puncak Mundi, Desa Wisata 
Energi di Puncak Nusa Penida”,2007. 
https://www.esdm.go.id/id/media-center/arsip-berita/puncak-mundi-desa-wisata-energi-di-puncak-
nusa-penida 
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り、公立・民間病院を含めて取り組みが進められているところである。 
 

デンパサールのスルヤ・フサダ病院の例では、病院のエネルギー使用量のうち、グリッ

ド電力は 46.5%、燃料 32.5%、LPG6.8%の内訳となっており 7、一定の熱需要があることが

想定される。そこで、本年度は、バリ州における病院を訪問調査し、H2One ™導入可能性

に関して意見交換を行った。 
 

2） ヒアリング調査 
① バリ州エネルギー鉱物資源局 
バリ州は、気候変動対策の先進的な地域として、インドネシア国家開発計画庁

（BAPPENAS）と連携し、脱炭素に寄与する事業を含め取り組みが進められている。こう

した経緯から、BAPPENAS も交えた意見交換の機会を得た。 
水素については、バリ州として十分な知見がないことから、ウダヤナ大学やバリ州技術

イノベーション庁（BRIN）等も交え、情報共有の機会を得たいとのコメントがあった。2022
年は、バリ州で G20 が開催されたことから、先進的な技術の導入を対外的にも示し、積極

的な気候変動対策に取り組む姿勢を示したいとの意向を得ていた。BAPPENAS としても、

同庁がバリ州と推し進める計画と合致しており、連携して取り組む準備がある旨のコメン

トを得た。各所からの前向きな反応を踏まえて、昨年度はバリ州側と調整を重ね、富山市

・バリ州水素セミナーの開催に至った。当該セミナーを通じて水素技術に関する理解が深

まり、現状の技術課題や普及課題は見込まれるものの、種々のプログラムを活用して導入

を検討していく方針について確認することができた。 
今年度調査において、引き続きバリ州とは水素利用に関しての検討可能性について意見

交換を進めてきた。その中で、水素利用に関してはインフラや技術者の不足が課題となっ

ているところであり、パッケージ技術としての H2One ™利用に関して適合的であるとの見

解を得ることができた。そのうえで、次項に示すポテンシャルユーザーとしての病院につ

いて紹介を得るに至っている。 
② 現地ポテンシャルユーザーへのヒアリング調査 
上述の通り、バリ州では病院の環境配慮の推進に力を入れており、公立・私立の各病院

もその方針の実現に向け取り組みを進めている。特に、廃棄物管理とエネルギー利用に課

題が多く、エネルギーについては太陽光発電等再生可能エネルギーの最大限の利用が推進

されているところである。こうした中、バリ州中心部にある公立 Bali Mandara 病院では、

バリ州内の病院を取りまとめ、グリーン技術に関する情報交換セミナーを開催するなど積

極的な活動に取り組んできた。バリ州を通じて同病院の紹介を受け、ヒアリングを実施し

た。 

 
7 JGG-Jurnal Green Growth dan Manajemen Lingkungan Vol. 8 No. 2 Desember 2019 
p-ISSN: 2303-2332; e-ISSN: 2597-8020” EVALUASI IMPLEMENTASI MANAJEMEN RUMAH 
SAKIT DALAM RANGKA GREEN HOSPITAL DI WILAYAH BALI” 
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図 2-11 公立 Bali Mandara 病院 

 
同病院の現状は、中高所得層が主な利用者であることから、資金的にも再生可能エネル

ギーの最大限の活用を目指したい意向があるようであった。 
現在、バリ州知事令 No.45/2019 に基づき、同州に立地する病院は受電容量の 20%相当を

屋根置き太陽光により供給することが推奨されていることから、同病院でも 100kW 相当

の太陽光パネルを設置している。一方、病院の全電力からは十分とは言えない状況であり、

複数年をかけて最終的には再生可能エネルギー100％を目指している。 
H2One ™導入を含め、Green Hospital 構想に寄与する提案を歓迎するとのことに加え、現

在の制度では公立病院においても入札を経ずに直接の設備調達が可能となっているとの情

報を得ることができた。ヒアリングから、病院全体のエネルギーマネジメントと再生可能

エネルギーの導入、安定供給に寄与する燃料電池利用の観点で提案を進めることができる

と考えられたため、今後詳細なエネルギー利用情報などについて共有を頂くことで了解を

得た。 
 

3）導入規模（設備容量、発電量）算定 

導入規模の算定にあたっては、まず需要側のエネルギー使用量（電気・熱）およびその

需要変動、エネルギーコスト、エネルギー消費機器リスト、太陽光パネル設置可能面積（屋

根等）、設備導入可能敷地について調査が必要であった。 
候補となる公立 Bali Mandara 病院に対して、これらの必要情報をリスト化し、情報提供

依頼を行っているところである。 
公立 Bali Mandara 病院に依頼したデータリストを以下に示す。 
 

表 2-11 公立 Bali Mandara 病院向け提供依頼データリスト 

必要データ 単位 備考 
エネルギー使用量（電力） kWh/年 2022 年度実績値 
エネルギー使用量（熱） （軽油等）L/年 

（LPG 等）LSP または m3/年 
2022 年度実績値 
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エネルギー使用日変動（電力） 時間/日/月ごとのデータ  
エネルギー使用日変動（熱） 時間/日/月ごとのデータ  
電気料金 Rp/年 2022 年度実績値 
その他エネルギー料金 Rp/年 2022 年度実績値 
エネルギー消費機器リスト 医療機器及びオフィス機器、照

明、空調、温浴設備等 
 

太陽光パネル設置可能面積 面積 m2  
設備導入可能敷地 地点および面積  

 
このうち、パネル設置可能面積、設備導入可能敷地については、Google earth データなど

から容易に取得できるため、参考値として以下の値を参照した。 

 
図 2-12  Bali Mandara 病院のパネル設置可能面積・設備導入可能敷地 

 
図の通り、Bali Mandara 病院は、敷地面積として約 23,000m2、建物屋根面積として約

8,000m2 であることがわかった。 
H2One ™導入にあたり、エネルギー消費量から適切な規模を検討する必要があるが、川

崎マルエンに実証導入された設備規模が参考となる。 
 

主要建物屋根面積
約8,000m3

病院敷地面積
約23,000m3

所在地：Jl. Angsoka No.8 Dangin
Puri Kangin Kec. Denpasar Utara
Kota Denpasar, Bali
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図 2-13 川崎マルエンへの導入事例 

 
本設備規模では、30kW の太陽光発電パネルを用い、3.5kW の燃料電池による発電と、40

℃の温水を 75L/h 供給する構成となっている。 
太陽光発電 1kW あたりに必要な面積は、約 10～15 m2 とされているため、30kW のパネ

ルに必要な面積はおよそ 300～450m2 となる。病院の屋根面積・敷地面積からは十分に設置

可能性がある。 
バリ島におけるグリッド排出係数は、0.613 tCO2/MWh となっている。3.5kW の発電によ

り、設備利用率 90%と仮定すると、年間 27,720kWh の電力供給に相当する。排出削減量は

年間約 17t となり、耐用年数 10 年と想定すると 170t の排出削減量となる。JCM 設備補助

事業の規模としては小規模であるが、温熱利用やより多くの屋根面積を利用することに加

え、病院全体のエネルギーマネジメントによる排出削減可能性も視野に、今後 JCM 設備補

助事業を活用したモデルの検討を行う。 
 
(2) 現地協力事業者の検討 

1） 現地関係者へのヒアリング調査 
インドネシアにおいては、石油の輸入による財政負担が長年国家的な課題として存在し

ており、自国生産可能な石炭や天然ガスの活用を増やし、石油輸入を削減する施策を推し

進めてきた。Pertamina グループは、こうした国家的要請を踏まえ、バイオ燃料開発普及や

再生可能エネルギーにも取り組んでおり、近年その分野への取り組みがさらに活発化して

いる。水素については、Pertamina グループの地熱発電 SPC の PGE 社が 1 日当たり約 8,600 
kg の水素製造を実現している。また、Plaju 製油所及び Cilacap 製油所でのブルー水素製造

や、再生可能エネルギー由来の電力により、水電解水素を製造する取り組みもスタートし

ているところである。 
こうした取り組みを進める中で、富山市が普及を進めてきた水素利用の取り組みを紹介

したところ、高い関心を得ることができた。今後、バリ州での再生可能エネルギーを活用

した水素製造について情報交換及び共同検討を進めていくことで合意し、ディーゼル燃料



24 
 

と水素の熱量当たり価格の比較情報をはじめ、検討基盤となる基礎情報を北酸株式会社の

協力を得て提供した。 

 

図 2-14 Pertamina Gas に提示したディーゼルと水素の価格比較 

 
Pertamina Gas としては、製造、供給ともに初めてとなる燃料種であり、小規模実証等を

通じた段階的な展開を進めていきたいとの意向を確認することができた。また、同社は富

山市の先行事例に高い関心を有しており、2023 年 3 月に富山市訪問のうえ、H2One ™導入

サイトの視察および運営者である北酸株式会社との意見交換を予定している。 
 

2） 候補協力事業者へのヒアリング 
本検討の実施にあたっては、太陽光発電をはじめとする現地 EPC コントラクターとの連

携が不可欠である。そこで、バリにおいて太陽光設置に係る EPC を実行している以下の企

業にヒアリング調査を行った。 
   

表 2-12 太陽光発電 EPC 事業者リスト 
事業者名 事業概要 

PT. Bintang Terbarukan バリ州内での太陽光発電 EPC 事業者。政府施設、ショッピングモー

ル、小規模事業者を対象に太陽光発電システム導入実績あり。太陽光

発電に係るシステム導入を請け負うことが可能。 
PT. Nusa Mata Terbit インドネシア全土を対象に、太陽光発電コンサルサービス、EPC、メ

ンテナンス事業を展開。日系企業の工場にも導入実績あり。 
PT. Solar Power Indonesia インドネシア全土を対象に、太陽光発電に係るプロジェクト設計、技

術コンサルティング、EPC を実施。バリではリゾートのほか、家庭向

けも手掛ける。オフグリッドでの設計実績もある。 
PT. Ineco インドネシア全土を対象に太陽光 EPC 事業を手掛ける。マレーシア
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企業の投資により設立。ビジネスオフィスや工業も対象に、ジャカル

タやスラバヤでの事業を展開。水素利用について高い関心がある。 
PT.Fuji Home 戸建住宅の販売からスタートした日系企業で、ホテル、病院への太陽

光発電設備導入も手掛ける。 
PT. Pramana Putra インドネシア全土での太陽光 EPC 事業実績あり。メガソーラー規模

の太陽光発電建設実績あり。 
 

  
PT. Nusa Mata Terbit PT. Solar Power Indonesia 

  
PT. Ineco PT. Pramana Putra 等 EPC 事業者 

図 2-15 太陽光発電 EPC 事業者等との意見交換の様子 

 
訪問したすべての EPC 事業者から、共通課題として PLN による系統接続契約の停滞に

ついて情報提供があった。系統容量の不足などを理由に、バリにおいては特にグリッド接

続が困難な状況が続いており、太陽光発電導入を希望する顧客は多いものの、導入実現が

約束できない状況であるとのことであった。 
こうした中、蓄電池によるオフグリッドでの運用パッケージの展開を検討している企業

も見られ、またオングリッドからオフグリッドへの切り替えを希望する顧客も増加傾向に

あるとのことであった。水素については、一様に将来の技術であるとの認識であったもの

の、太陽光発電とのパッケージ型システム導入については、燃料電池システム側メーカー

と協力・連携することで、太陽光側のパネル設置についてはどの企業も対応可能であると

のことであった。太陽光パネルについては、中国製が主流であるが、一部欧州製のパネル
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も流通しているとのことであった。 
 
2.2.3. FCV および EV モビリティ利用事業検討 
(1) FCV の導入可能性 

水素は、電力以外にも輸送用燃料として活用することが利点である。燃料電池車の導入

が必要となり、価格面での課題がある一方、エネルギー密度の高さから、電気自動車

（EV）と比較し、走行距離が長いほど運用面での費用対効果が向上する。現地では水素

充填インフラ整備が課題とされるため、比較的狭い範囲で長時間走行を続ける産業用車両

に適性があると見込まれる。 
車両向け水素ステーションの整備はコスト面で課題がある中、米国ペンシルベニア州に

拠点を置く PDC Machines LLC 社は小型のパッケージ型水電解式水素発生充填ユニット

「SimpleFuel™」を製造、500 台以上の導入実績を有する。日本においても、愛知県豊田

市のトヨタ元町工場におけるフォークリフト用に導入済であるほか、東京 豊洲・晴海水

素ステーションにおける水素バス充填用に導入されている。 
 

  
図 2-16  PDC Machines LLC 社概要（左）と実績（右） 

出典）PDC Machines 合同会社 

 
 

  
図 2-17  SimpleFuel™概要（左）とシステム構成（右） 

出典）PDC Machines 合同会社 

 

「SimpleFuel™」は電力と水の供給により、水素製造、昇圧、充填を自動・一貫して行

うことができ、燃料電池フォークリフト等とのセットで導入することで、倉庫、空港、港

湾、工場等の車両を脱炭素化できるポテンシャルがある。 
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図 2-18  SimpleFuel™導入事例 

出典）PDC Machines 合同会社 

 

本調査では、米国 PDC 社、ならびに日本法人 PDC Machines 合同会社と連携し、バリ

州における候補サイトの選定や導入計画策定を行う。なお、「SimpleFuel™」は 100kW
電力供給、12 L/h の水供給で、日量 20 ㎏の水素製造が可能となる。1.8 t 積タイプ燃料電

池フォークリフトの場合、稼働時間 8 時間に必要な水素量は 1.0 kg とされており、20 台

のフォークリフト稼働に充てることができる。「SimpleFuel™」システムのグローバルモ

デルの導入コストは 1 台あたり 1 億円である。 
バリ州においては、電気自動車の普及施策が進んでいることに加え、水素自動車の普及

に課題となるステーション設置の課題から、限られた域内で利用されるフォークリフトへ

の導入に適性があると考えられた。 
フォークリフトをはじめとする荷役装置は、港湾での用途が多いため、バリ島の主要港

であるベノア港を対象に検討を行った。 
 

  
図 2-19 ベノア港の様子 

 
ベノア港はバリ島の玄関港でもであり、バリの経済、観光を支えている。セラガン島と

ベノア岬によって遮蔽された天然の良港でといわれる。 
観光船、漁船、貨物船が寄港するため、特に貨物向けでのフォークリフト利用が想定さ
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れる。 
バリ州エネルギー鉱物資源局へのヒアリングによれば、ベノア港はグリーンポート構想

を打ち出し、省エネ、下水処理、周辺環境保全等の計画を策定している 8。 
今後、エネルギー鉱物資源局を通じて、利用されるフォークリフトの水素利用可能性を

検討するため、以下の事項について情報収集を行う。 
 

表 2-13 フォークリフトの水素利用可能性に関する検討事項 

項目 収集目的 
年間貨物トン数 貨物の取り扱い規模から最適なフォークリフト仕様を

検討 
荷捌き場詳細図面 燃料供給および保安面から十分な面積を確保できるか

確認 
フォークリフト台数 現状の稼働台数の確認 
フォークリフト仕様 導入年、スペック等の確認 
フォークリフト燃料使用量 年間の燃料使用量、燃費の計算に使用 

 
上記の情報収集により、燃料電池フォークリフトの導入可能性、経済性、CO2 排出削減

効果を検討する計画である。 
 
(2) EV の導入可能性 

1） EV の普及施策 

バリ州では、全国に先駆けた電気自動車普及戦略を目指している。バリ州知事規則

No.48/2019 では、電気自動車の推進政策を明記し、公共機関等に EV を導入することや、

行動計画として 2021 年に 1,000 台、2025 年までに 8,000 台までの EV バイクの普及、EV
四輪車は 2021 年に 100 台、2025 年までに 800 台、バスは 2021 年に 40 台、2025 年に 200
台の普及を目指すなど、意欲的な計画となっている。この実現を加速するためには、EV の

開発を支援するための制度と能力の構築、また対応する政策の立案と実施が必要となる。  
行動計画において示されている実行プロセスは下記の通りである。 

 
a. 準備と規制の整備 

政府を中心とするステークホルダーに働きかけ、積極的に関与する。この段階では、限

られた可能な範囲での投資検討を開始することになる。 
b. 標準的なビジネスプロセスと市場メカニズムの開発 

この段階では、スマートシティとスマートモビリティの開発に関心を持つ関係者の関与

と技術的なインプットが必要である。多くの場合、NGO/CSO/シンクタンクの支援を受け

 
8 https://matadewata.com/28/12/2022/pelabuhan-benoa-terima-penghargaan-green-port-awards-
2022/ 
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つつ、政府が関与して進めることになる。 
c. 市場システムの開発 

このステージでは、ビジネスのフィージビリティが確立される。多くの場合主国営企業

の支援が必要であり、同時に民間セクターの支援も必要とされる。 
d. 実装 

この段階では、潜在市場全体をターゲットに社会的な普及および促進が行われる。 
 
今般のパンデミックの影響もあり、現段階ではなお a（準備と規制の整備）の段階にと

どまっているが、a に準じた政府の動きとして、「EV 導入促進委員会」が設置され、EV 特

区の設置に向けて規制の在り方や方向性が議論されているところである。 
 

 
図 2-20 バリ州における EV 普及目標 

 
行動計画においては、EV 普及の主要ステークホルダーを以下としている。 

 
・ 州政府 

交通、インフラ、都市・地域計画、情報、エネルギーシステム等を担当する複数の部門

で構成される。ライセンスや投資プロセスを円滑にするために重要な役割を担っている部

門もあれば、技術的なデータを提供する機関としてのみ機能する部門もある。 
 
・ 市民社会組織(Civil Society Organization)/シンクタンク 

規制を策定するための科学的、実質的な根拠を提供する、政府を支援する仕組みの一部

である。バリ島では、スマートシティやスマートモビリティの開発に関心を持つ世界的な

CSO/シンクタンクが複数活動しておいる。最も強力で、本件と接点を持つ可能性があるの

はドイツ国際協力公社（GIZ）であり、また世界資源研究所（WRI）は、スマートモビリテ

ィシステムのためのデータ提供という点で、強力なパートナーになり得る。 
 
・ 地域コミュニティ 

スマートシティやスマートモビリティを実現するための環境整備に向けては、地域社会

のコミュニティも強い関心を持っている。 
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バリ州政府の下に設置された「EV 加速に関する特別委員会」は、EV 加速のための調整プ

ラットフォームとして形成された特別なタスクフォースであり、大きな権限を持っている。 
また、将来的に実施されるプログラムの実現可能性をサポートするために、専門家団体

の要素も非常に重要である。都市開発プランナー、建築家、グリーン・ビルディングなど

の各協会から、EV インフラの開発において、技術的な指導と文化に根差したアプローチ

を提供してもらう必要がある。 
 大学は、技術協力、人材協力等の観点で、持続可能なスキームを促すことができるよう、

プロジェクトに協力しなければならない当事者である。 
 
・国営企業 

 PLN は現在、バリ島で電気充電ステーションのニーズに応える唯一のプロバイダーであ

る。まだ最適な設計は描かれておらず、その事業範囲は狭いが、2022 年 10 月に開催され

る G20 をサポートするためにスポットで電気充電ステーションを提供する構想を持って

いる。そのため、EV 充電ステーションの提供に向けては、重複がないように計画的な相

乗効果の設計（技術的観点、事業スコープの観点）が必要である。 
 また現在、サヌールでは、国営企業の INNA グループ（ホテル・インドネシア）が経済

特区における大規模な開発を進めている。この経済特区の開発テーマは、ヘルス＆ウェル

ネスツーリズムとされている。これはサヌールにおけるEV エコシステムの創出に向けて、

低炭素化を指向した非常に相性の良い計画だと考えられる。 
 
・民間部門 

交通サービスの提供者については、従来型と非従来型（近代的）、大きく 2 種類に分類

される。従来型の交通サービス提供者は、バリ島内のすべての公共交通機関を運営する陸

上輸送協会（Organda）に組み込まれている。一方、非従来型の交通サービス事業者は、Grab 
プラットフォームのような、まだ最適化されていない MaaS 関連の事業者と言える。 

 
モビリティサービス関連の新たな施策は、EV 導入の促進と紐づけて実施されている流

れがある。 
一方で、バリ州における自家用の EV は 2022 年初頭には 20 台以下に留まっていた。普

及の契機は 2022 年 11 月にバリ島で開催された G20 サミットであった 9。 
最新の導入状況を表 1 に示す。 

 
 
 
 
 
 

 
9 ジェトロビジネス短信 「日系自動車 5 ブランド、バリ島で EV 実証事業」： 
https://www.jetro.go.jp/biznews/2022/06/624f4851ed00f37a.html  

https://www.jetro.go.jp/biznews/2022/06/624f4851ed00f37a.html
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表 2-14 バリ州における EV 導入状況 
企業・プロジェクト 車種 導入台数 
日系主要自動車 5 社による EV スマ

ートモビリティー共同プロジェク

ト 

小型 BEV、PHEV、EV トラッ

ク 
30 台（トヨタ） 

トヨタ BEV 100 台 
現代自動車 BEV 約 200 台 
INKA EV バス 40 台 
Wuling Motors BEV 300 台 
ブルーバード社（インドネシア最大

のタクシー会社） 
EV タクシー（BYD 製） 約 50 台（2050 年までに

2000 台を導入予定） 
Gogoro・Gojek EV バイク 20 台とバッテリー交換ス

テーション（数不明）10 
PLN・Hyundai Kefico EV バイク 20 台とバッテリー交換ス

テーション（数不明）11 
 

 
図 2-21 INKA が開発中の EV バス 

 

 
 図 2-22 ブルーバードの EV 車両  

 
10 Gogoro 「Gogoro Brings Smartscooters and Battery Swapping to the G20 Summit in Bali, Indonesia」： 
https://www.gogoro.com/news/g20-2022-indonesia-electrum/  
11 VOI.id 「PLN はヒュンダイケフィコと協力して電気モーター用の SPBKLU を開発します」： 
https://voi.id/ja/ekonomi/227898/pln-gandeng-hyundai-kefico-kembangkan-spbklu-untuk-motor-listrik  

https://www.gogoro.com/news/g20-2022-indonesia-electrum/
https://voi.id/ja/ekonomi/227898/pln-gandeng-hyundai-kefico-kembangkan-spbklu-untuk-motor-listrik
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図 2-23 ヌサドゥア地区にあるトヨタアストラモーターの EV ステーション 

 

 
図 2-24 トヨタアストラモーターの EV ステーションの場所 
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図 2-25 2022 年バリ島 G20 で提供された EV バイク 12 

 
また、Dharmawan et al.（2021）によると、2021 年時点、バリ州には、SPLU（一般電力供

給ステーション）が 166 か所、SPKLU（公共電気自動車充電ステーション）が 5 か所設置

済みであり、SPBKLU （バッテリー交換公共電気自動車用ステーション）は設置されてい

ない状況であった。その後、2022 年には台湾の Gogoro が州内にいくつかの充電ステーシ

ョンを設置したとの情報がある。2019 年から 2020 年までのバリ州すべての充電ステーシ

ョンの累計電力消費量は 169 MWh にとどまっており、バリ州において EV の普及はそれ

ほど進んでいなかったことを示している。 
 

表 2-15 バリ州の SPLU 設置数 （Dharmawan et al., 2021 報告値） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
12 Gogoro 「Gogoro Brings Smartscooters and Battery Swapping to the G20 Summit in Bali, Indonesia」： 
https://www.gogoro.com/news/g20-2022-indonesia-electrum/  

No 地域 SPLU数 
1 Singaraja 47 
2 Denpasar 42 
3 Negara 20 
4 Tabanan 19 
5 Gianyar 11 
6 Klungkung 11 
7 Kuta 6 
8 Bangli 6 
9 Karangasem 4 
  合計 166 

https://www.gogoro.com/news/g20-2022-indonesia-electrum/
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図 2-26 2021 年時点でのバリ島の SPLU 場所と各地の設置数 

 

インドネシアにおける EV 充電ステーションは、下記の分類がある。 
 

・SPLU（一般電力供給ステーション）：電気自動車・電動バイク向きの充電ステーション 

・SPKLU（公共電気自動車充電ステーション）：電気自動車専用の充電ステーションで、急

速充電も対応。 

・SPBKLU （バッテリー交換公共電気自動車用ステーション）：電動バイクのバッテリーと

電動自転車の交換所。 

 

 
図 2-27 インドネシアにおける EV ステーションの分類 13 

 
13 経済産業省・国土交通省 「電気自動車・プラグインハイブリッド自動車のための充電設備設置にあたってのガイ

ドブック 2010 年 12 月」： 
https://www.mlit.go.jp/common/000130845.pdf 

https://www.mlit.go.jp/common/000130845.pdf
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図 2-28 一般的な充電ステーションの分類 14 

  
SPBKLU は電動二輪車向けバッテリー交換ステーションである。図 8 はジャカルタに設

置された SPBKLU である。Gogoro (Gojek) をはじめ、複数の企業が参入しているが、バッ

テリーはメーカーが違えば互換性がない場合がある。 
電動二輪車参入メーカーとしては国営の GESITS のほかに SMOOT・VIAR・VOLTA・

GOGORO GOJEK や、HONDA PCX がある。バッテリーを一回交換する費用は Rp 5,000/
回（約 40 円/回）となっている。図 9 はバリ島南部地域に導入された SPBKLU の設置状

況である。 

 
図 2-29 ジャカルタの SPBKLU15 

 
14 経済産業省・国土交通省 「電気自動車・プラグインハイブリッド自動車のための充電設備設置にあたってのガイド

ブック 2010 年 12 月」： 
https://www.mlit.go.jp/common/000130845.pdf  
15 carmudi「電動二輪車用 SPBKLU が正式導入」： 
https://www.carmudi.co.id/journal/spbklu-untuk-sepeda-motor-listrik-resmi-diperkenalkan/  

https://www.mlit.go.jp/common/000130845.pdf
https://www.carmudi.co.id/journal/spbklu-untuk-sepeda-motor-listrik-resmi-diperkenalkan/
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図 2-30 バリ島の SPBKLU の配置図 

 
図 2-31 2022 年時点でのバリ島の SPBKLU 場所と各地の設置数 

 
2020 年 11 月、バリ州知事はバリ島の国家観光戦略地域での電気バス運行試験を開始し

た。 
電気バスは 12 台で 5 つの路線を AM6:00～PM18:00 (平日) と AM6:00～PM17:00 (週 

末) で運行している。 
電気バスは 2020 年 11 月～12 月の間運賃無料で運行され、2021 年 1 月から運賃 Rp 35 

（0.28 円）で運行していた。電気バスのドライバーによると新型コロナウイルス蔓延中は

バスを使う乗客の減少を受け、路線 4 のみが運行した。 
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図 2-32 EV バスの路線図 

 
PLN は G20 にあたって、運輸・交通業務の支援と EV 利用の促進を表明している。バ

リ州に新しい EVCS を 21 基建設する計画としており、2022 年 1 月までに完成を目指し

た。建設予定の EVCS は SPKLU で、その充電容量は 25kW と 50kW となっている。 
21 基の EVCS はバリ州の 15 か所に設置され、建設費用は PLN 予算としている。G20 

開催地のヌサドゥアに 15 ユニットが建設され、G20 終了後にヌサドゥア以外の場所に移

転を予定している。残りの 6 か所はヌサドゥア地域外に（PLN オフィスエリアか空港）配

置される予定である。 

 
図 2-33 G20 に伴う EVCS 建設計画 
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現状、EV ステーションの電力はグリッド由来のものとなっている。上述のとおり、バリ

のグリッドはジャワ島、マドゥラ島と接続されており、石炭火力やガス火力、ディーゼル

火力が含まれるため、グリッド由来の EV は脱炭素ではない。 
一方、Rizki et al. (2021)16 によれば、EV へのシフトだけでも一定の排出削減効果がある

ことが分析されている。本研究は、バリ島を訪れる観光客が EV を利用した場合の CO2 排

出削減量の推計が行われている。研究では、アンケート調査により観光客の動態を分析し

たうえで、モビリティ利用を EV 車両に置き換えた合の GHG 削減量を 3 つのシナリオに

分けて算出している。 
 

表 2-16  EV 置き換えによる GHG 排出削減量の推計 

 
 
シナリオ 1 ではバリ島で貸し出されるレンタカーの 70.73%が EV に置き換えられ、バイ

クについては 80.35%が切り替わった場合を想定している。この場合、削減される年間 GHG
排出量は、EV 自動車の導入によって 1,742 トン、EV バイクの導入によって 203 トンであ

り、合わせて年間 1,945 トンの GHG 排出量の削減となることが示されている。これらの電

源を再生可能エネルギーとすることで、さらに多くの削減効果が期待できる。 
 

2） EV ステーションの候補サイト 

上述の通り、EV および EV ステーションについてはすでに普及が始まっている。一方

で、EV ステーションへの再生可能エネルギー利用は進んでいない。EV ステーション周辺

の土地利用を踏まえ、以下の地域・地点において太陽光発電設備の導入が考えられる。 
 
地域：バリ島南部 デンパサル及びクタ地域 
地点：ショッピングモール、政府機関等の公共施設、学校、病院、ゴルフ場、入江、空港、

農地（ソーラーシェアリング） 

 
16 Rizki et al., 2021「Electrifying Tourist Mobility in Bali, Indonesia: Setting the Target and Estimating the CO2 
Reduction Based on Stated Choice Experiment」 
https://www.mdpi.com/2071-1050/13/21/11656#B16-sustainability-13-11656  

https://www.mdpi.com/2071-1050/13/21/11656#B16-sustainability-13-11656
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図 2-34 バリ島南部の SPLU 設置場所 

 
図 2-35 SPLU DPS01 付近の商業施設や学校 
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図 2-36  SPLU Denpasar01 付近の農場 

 

 

図 2-37 トヨタアストラモーターの EV ステーション付近のゴルフ場 

 
今後、EV ステーションのオーナーとのコンタクトにより、再生可能エネルギーを活用

した電力供給の可能性と、上記の周辺土地利用の可能性を検討する。 
一方で、太陽光発電を利用した充電ステーションの計画は EV バイクにおいては進んで

いるようである。 
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 インドネシアは、乗用車の保有台数が約 1,915 万台であるのに対し、自動二輪車の保有

台数は約 1.27 億台で、広く知られる通り圧倒的なバイク社会である 17。 

 
図 2-38 インドネシアにおける車両別の普及台数推移 

 
インドネシア警察が公表している登録車両の統計情報によると、バリの全車両合計は

2023 年 1 月 27 日時点で 472.6 万台となっている。そのうち自動二輪車は 405 万台であり、

全体の 85.7%を占めている。バリでは EV バイクの導入はほとんど進んでいないため、ほ

ぼすべてが化石燃料を用いる内燃エンジン車両である。 
 

表 2-17 バリにおける登録車両数（2023 年 1 月 27 日時点）18 

POLRES/TA MP BUS MB オートバイ RANSUS TOTAL % 
DENPASAR 213,224 3,395 52,347 1,343,996 349 1,613,597 34.14 
BADUNG 108,413 1,732 25,403 732,538 110 868,271 18.37 
GIANYAR 44,344 600 16,296 429,635 93 497,001 1052 
BULELENG 27,055 580 15,273 414,136 90 457,269 9.67 
TABANAN 35,174 709 18,825 386,357 95 441,187 9.33 
JEMBRANA 14,353 401 11,472 241,047 64 271,116 5.74 
KARANGASEM 14,449 242 11,22 210,077 62 236,113 5 
KLUNGKUNG 17,295 217 8,772 175,683 53 202,853 4.29 
BANGLI 9,094 100 10,358 116,997 33 138,928 2.94 
(TAK DIISI) 0 0 0 12 0 12 0 
TOTAL 483,401 7,976 169,966 4,050,478 949 4,726,347 

 

 
こうした実態を踏まえて、本調査では、バイク向け EV ステーションへの太陽光発電シ

 
17 インドネシア国家警察交通隊「インドネシアにおける登録車両数」 
http://rc.korlantas.polri.go.id:8900/eri2017/laprekappolda.php  
18 インドネシア国家警察交通隊「バリにおける登録車両数」

http://rc.korlantas.polri.go.id:8900/eri2017/laprekappolres.php?kdpolda=2&poldanya=BALI  

http://rc.korlantas.polri.go.id:8900/eri2017/laprekappolda.php
http://rc.korlantas.polri.go.id:8900/eri2017/laprekappolres.php?kdpolda=2&poldanya=BALI
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ステム導入の可能性を検討した。 
 

3） EV ステーション EPC 企業ヒアリング調査 

インドネシアでの EV 導入の課題は、車両コスト、バッテリー、充電時間、およびその

他の技術的な問題（電圧規格等）であるとされている 19。また、脱炭素の観点では、現状

PLN 系統からの電力による充電ステーション整備が進められており、EV の普及が脱炭素

につながる素地は十分ではない。 
可能な限り脱炭素に近い形での EV 普及を目指すうえでは、充電ステーション等への太

陽光発電利用が考えられる。 
また、充電時間の課題については、バッテリー交換が可能なバイクにおいてより使い勝

手がよく、普及も早いものと考えられる。 
そこで、本調査では、既存のバイク充電ステーションにおける太陽光パネル設置計画の

有無や、バイク充電ステーション建設事業者へのヒアリングを通じて、JCM 設備補助事

業を活用した EV 充電ステーション向け太陽光発電事業の可能性を検討した。 
バイク用充電ステーションへの太陽光パネル設置実績を有する企業として、PT. Bintang 

Terbarukan 社がある。 

  

図 2-39  PT. Bintang Terbarukan 社との面談の様子 

 
同社は EV バイクの販売も手掛けており、メーカーからの発注として 20 か所の充電ス

テーションも建設計画を有している。メーカーはシンガポールの Oyika 社である。 

 
19 https://www.mongabay.co.id/2021/03/02/ini-rencana-aksi-kebijakan-kendaraan-listrik-di-bali/ 
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図 2-40 Oyika 社の EV バイク 

 
また、インドネシアの電気バイクメーカーである SWAP 社とは、ミニマートと協力し

て 50 か所の開設を予定している。 

 
図 2-41 SWAP 社の EV バイク 

 
具体的な設置予定個所として、デンパサールのセントラルパークがあるという。同社で

は現在設計を進めており、充電ステーションにバイクポート（雨よけ）を設け、屋根部分

への太陽光発電設置を計画している。 
また、PT.FUJI HOME 社では、事務所敷地の土地を利用し太陽光発電パネルを設置し、

EV 用充電ステーションの建設を検討している。 
今後もこうした計画が増えていくことが予想されるが、個別のステーション単体では規

模が小さく、JCM 設備補助を適用する事業になりにくいため、EPC 事業者やオーナーと

連携し、複数のステーションをとりまとめる形での事業化が望ましい。 
今後、複数の建設予定案件をとりまとめ、MW 規模での事業としての統合可能性を検

討する。 
事業体制案を下図に示す。 
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図 2-42 JCM 設備補助体制イメージ 

  

代表事業者
（JANUS）

PT. Bintang 
Terbarukan

EVステーション ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

１MW～

日本空調北陸

パネル供給
モニタリング報告

補助金

EPC
（太陽光パネル
＋インバーター
＋モニタリング装置）
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2.2.4. 脱炭素型廃棄物処理適正化支援 
(1) バリ州における廃棄物管理課題及び富山市エコタウン事業の展開可能性検討 

1） バリ州における廃棄物管理に係る情報収集 
バリ州においては、1 日当たり 4,281 t の廃棄物が発生し、そのうち、約 4%がリサイク

ル、約 44%が最終処分場（Tempat Pembuangan Akhir: TPA）における埋め立て処分が実施さ

れ、残りの 52%は不法投棄、野焼き等により適切な処分が実施されていない状況である。 

 
図 2-43 バリ州における廃棄物発生量と内訳 20 

 
また、河川に流入するプラスチックゴミは年間 32,623 kg であるとのデータもあり、この

数値は年々増加している。これは、バリ島内における最終処分場の逼迫が大きな原因の一

つである。 
例えば、バリ州南部のデンパサール市、バドゥン県、ギ

アニャール県、タバナン県から排出される廃棄物は、デン

パサール市南部の Suwung にある Sarbagita 最終処分場へ

搬入されている。上記バリ州南部の 4 県から排出される廃

棄物が、バリ州全体の総廃棄物量の 80%を占めると言わ

れており、バリ州における最大の TPA である。2014 年に

800 t 程度だった 1 日当たりの廃棄物搬入量は、コロナウ

イルスパンデミックにより一時 500～600 t に減少したも

のの、現在は毎日約 1,150 t の廃棄物を受け入れている 21。バリ州知事は 2022 年 1 月 1 日

にこの最終処分場の閉鎖を宣言したものの、利用できる処分場が不足しているため、デン

パサール市とバドゥン県の廃棄物は現在も搬入されており、2023 年 3 月まで使用される予

定である。 
上述の、最終処分場不足が引き起こす廃棄物処理課題に対応するため、バリ州政府は、

 
20 Bali Partnership Platform, https://www.balipartnership.org/en_gb/resources/ 
21 Tribun-Bali, “Sampah ke TPA Sarbagita Suwung Mencapai 1.150 Ton per Hari, Bali Rencanakan Bangun PSEL”, 
https://bali.tribunnews.com/2020/11/21/sampah-ke-tpa-sarbagita-suwung-mencapai-1150-ton-per-hari-bali-rencanakan-bangun-
psel?page=1、2021 年 2 月取得 

 図 2-44  TPA Sarbagita 最終処分

場（2019 年 9 月 27 日） 
出所）BPBD Bali/Mongabay Indonesia 
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2021 年 3 月に廃棄物の発生源となる村（Desa）ごとに廃棄物処理を求めるバリ州知事令

（Keputusan Gubernur Bali Nomor 381/03-P/HK/2021）を発出し、域内処理の促進に注力して

いる。 

 

 
図 2-45 バリ州環境局との面談の様子（2022 年 8 月）（左）とバリ州知事令 2021 年 381 号（右） 

 
知事令の中では、下図のように村における廃棄物管理のフローを定め、家庭において有

機性廃棄物、非有機性廃棄物、その他の 3 種類に分別し、TPS 3R と呼ばれ、廃棄物の一次

集積・分別を実施する一次選別所（Tempat Pengolahan Sampah 3R: TPS 3R）まで運搬するこ

とや、有機性廃棄物の堆肥化、有機性廃棄物以外のリサイクル実施、小型焼却炉による残

渣の焼却処理などを求めている。 
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図 2-46 バリ州知事令 2021 年 381 号における各村の廃棄物管理フロー 

 
一方、バリ州環境局へのヒアリングによると、TPS 3R の運営は村が実施しており、その

運営費用はバリ州公共事業局より各村に毎年 300 万円程度配布されているものの、廃棄物

管理には使用されておらず、各村での処理は進んでいないようである。実際に訪問したあ

る村では、廃棄物は一か所に回収されているものの、TPS 3R は稼働しておらず、そこで野

焼きが行われている状況を確認した。バリ州全体では 214 か所の TPS 3R が設置されてい

るが、3 割は運営されていないのが実情のようである。 
 

 
図 2-47 野焼きされる廃棄物 

 
村単位での活動が上手く機能しない一方で、バリ州においては、住民の約 9 割がヒンド

ゥー教徒であり、村以外に、寺院を中心としたバンジャールと呼ばれるコミュニティの活

動が盛んである。そのため、バンジャールを基盤とした活動が住民から受け入れられやす

く、その一例として、“ゴミ銀行”の利用が活発な地域もある。 
インドネシアでは、住民が資源となるゴミを販売し、住民がその収入を預金できるゴミ

銀行が各地で運営されている。バリ島においても同様であり、例えば、訪問した Bank 
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Sampah Bali Bersih では、バンジャール、学校、企業などを 1 つのユニットとした、150 の

ユニットから廃棄物を 1 か月に 1 回回収しており、バリ州全体の南と西のエリアをほぼカ

バーしている。一方、バンジャールの中でもゴミ銀行を利用する住民は 3～6 割程度であ

り、それ以外の住民からの廃棄物は、村（自治体）の回収業者がカバーしている。 
 

 
 

図 2-48 ゴミ銀行視察（2022 年 8 月）（左）・プラスチックの分別 

 
普及啓発も実施しており、バンジャールにて分別の教育や、ラジオでのゴミ銀行活用の

呼びかけ等を実施することで、住民の協力もあり、Bank Sampah Bali Bersih では買い取る

ゴミの量は増加傾向にある。バリ島全体では、以下のように多くのゴミ銀行が存在するも

のの、ゴミ銀行で回収できている廃棄物量は全体のおよそ 7%とも言われており、実際に

回収できている量はまだ少ない。 
 

  
図 2-49 バリ島におけるゴミ銀行（左）・リサイクル事業者（回収事業がメイン）（右）の分布 

 
こうしたゴミ銀行で分別された廃棄物は、回収、洗浄、破砕、ペレット化する仲介事業

者を通じて、スラバヤまで運搬され、リサイクルが実施される。バリ州においては、リサ

イクル事業者が不足していることも廃棄物処理における課題である。ゴミ銀行を介した廃

棄物のフローについて、以下に示す。 
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図 2-50 ゴミ銀行を介した廃棄物の流れ 

 
自治体による回収も実施されており、デンパサール市の場合、廃棄物は、住民により毎

日 17 時～19 時の間に自宅近くの TPS まで搬入され、その後中継施設（DEPO）を介して

TPA へ運搬されるエラー! ブックマークが定義されていません。。TPS から TPA もしくは

DEPO から TPA までの運搬をバリ州政府が担っている。デンパサール市においては、127
箇所の TPS／DEPO が設置され、そこで市が所有する 121 台（2019 年実績） 22の廃棄物収

集車への廃棄物の積み替えを実施し、1 日に平均 3～4 回 TPA へ廃棄物を搬入している 23。

以下にデンパサール市における廃棄物収集フローを示す。 

 
22 STATISTICS INDONESIA、”Environment Statistics of Indonesia 2020”、 
https://www.bps.go.id/publication/download.html?nrbvfeve=NWE3OThiNmI4YTg2MDc5Njk2NTQwNDUy&xzmn=aHR0cHM6L
y93d3cuYnBzLmdvLmlkL3B1YmxpY2F0aW9uLzIwMjAvMTEvMjcvNWE3OThiNmI4YTg2MDc5Njk2NTQwNDUyL3N0YXR
pc3Rpay1saW5na3VuZ2FuLWhpZHVwLWluZG9uZXNpYS0yMDIwLmh0bWw%3D&twoadfnoarfeauf=MjAyMS0wMi0yNyAx
MTozNjo0NQ%3D%3D、2021 年 1 月取得 
23 みどり産業株式会社・株式会社 NTT データ経営研究所、平成 25 年度外務省政府開発援助海外経済協力事業「イン

ドネシア共和国バリ島デンパサール市における、バイオガス・堆肥化による有機ごみ処理案件化調査」

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kanmin/chusho_h25/pdfs/5a11-1.pdf、2021 年 1 月取得 
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図 2-51 デンパサール市における廃棄物収集フロー 
出所） JFE エンジニアリング株式会社、平成 28 年度都市間連携事業「インドネシア国バリ州における廃棄物発電事業

報告書」https://www.env.go.jp/earth/coop/lowcarbon-asia/project/data/JP_IDN_H28_01.pdf より JANUS 作成 

 
上述のように、バリ州においては、最終処分場の逼迫への対策として、自治体単位の域

内処理を促進しているものの、その回収・分別などが機能していない実態を確認した。エ

リアを限定した資源循環のシステム構築については、富山市のエコタウン事業や日本の自

治体ごとの回収システムなどが参考になるものの、域内処理のキーとなる住民への普及啓

発においては、バリ州におけるバンジャールを中心としたコミュニティの活動と連携させ

るなどの工夫が必要である。 
 

2） 富山市エコタウン事業の展開可能性検討 
さて、富山市においては、産業から出るすべての廃棄物を新たに他の分野の原料として

活用し、あらゆる廃棄物をゼロにすることを目指す「ゼロエミッション構想」を基軸に、

地域の振興を図りながら環境と調和したまちづくりを推進する事業として、平成 14 年よ

り「エコタウン事業」に取り組んでおり、富山市内に 18 ヘクタール程度の「エコタウン産

業団地」を設け、資源循環施設の拠点としている。 
第一期事業として、生ごみ及び剪定枝のリサイクル施設、ハイブリッド型廃プラスチッ

クリサイクル施設、木質系廃棄物リサイクル施設、自動車リサイクル施設の 4 施設を整備

しマテリアルリサイクル（素材リサイクル）を優先した地域内での資源循環の取り組みを

進め、第二期事業としては、難処理繊維及び混合廃プラスチックリサイクル施設、廃食用

油リサイクル施設、廃棄物エネルギーリサイクル施設の整備、富山市エコタウン交流推進

センターの開設を行っている。 
このうち、難処理繊維及び混合廃プラスチックリサイクル施設は「株式会社エコ・マイ

ンド」が担っており、地域の廃プラスチックや繊維屑、古紙等を受け入れて固形燃料（RPF）
を製造し、県内製紙メーカーをはじめ、燃料を必要とする工場に出荷することにより、廃

棄物の地域内循環を図っている。 
エコ・マインドでは、設備機器の開発・改良と効果的な組み合わせにより、汚れや異物
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の付着・混入や、破砕が難しいなどの理由で従来リサイクル困難だった繊維廃棄物や混合

廃プラスチックをはじめ、多様な廃棄物のリサイクルが可能となる。 
事業フローを以下に示す。 

 
図 2-52 株式会社エコ・マインドにおける事業フロー 

 
株式会社エコ・マインドの RPF 製造技術は、発生源分別やゴミを洗浄した状態での回収

が難しいバリ州において、適応する技術であると考えられる。また、富山市のエコタウン

においては、ハイブリッド型廃プラスチックリサイクル施設から出る残渣をこちらのエコ

・マインドの施設で受け入れ、RPF を製造し、再度燃料として再利用することによる資源

循環の仕組みが特徴的である。こうしたエコタウンにおける資源循環の構想は、域内処理

の促進を目指すバリ州の方針とも合致しており、参考となることが期待できる。  
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(2) 熱分解ガス化技術による混合廃棄物からの水素製造技術導入可能性検討 
1） バリ州におけるプラスチック廃棄物の収集・分別状況 
バリ州では、2019 年 11 月に発生源における廃棄物管理に係るバリ州知事規則第 47 号

（Peraturan Gubernur Bali Nomor 47 Tahun 2019）を規定し、発生源分別を求めている。自然

に分解されるゴミ（有機性廃棄物）、再利用可能なゴミ、リサイクル可能な廃棄物（プラ

スチック廃棄物等）、B3 及び B3 廃棄物を含む廃棄物、残渣の 5 種類に分別し、発生源で

ある家庭や、より発生源に近い TPS 3R での分別を促進し、最終処分場へ搬入される量の

削減を目指したものである。 
 

 

 
図 2-53 細分化されたゴミ箱（左）・発生源における廃棄物管理に係るバリ州知事規則第 47 号 

 
ゴミ銀行においては、プラスチック廃棄物は詳細に分別がされている。ペットボトルや

ビニール袋は、色別に分別されるほか、小袋（サシェ）もブランド別に分別を実施してい

る。 
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図 2-54 ゴミ銀行において分別されるゴミの一例 

 
上述のとおり、発生源での分別を定める規則やゴミ銀行などによる収集、リサイクルの

流れがあるものの、バリ州環境局やゴミ銀行運営責任者へのヒアリングによると、予算が

使われず TPS 3R が稼働しない実態や、家庭での分別の浸透には更なる住民への普及啓発

が必要とのコメントを得ている。 
バリ州におけるプラスチック廃棄物の実態については、バリ州知事、バリ州環境局、ウ

ダヤナ大学、リーズ大学、SYSTEMIQ 等がデータ収集と解析を実施する Bali Partnership 
Platform24にて取りまとめられている。バリ州全体では、年間 160 万トンの廃棄物が発生し

ており、そのうち約 20%の 303,000 トンがプラスチックである。また、プラスチック廃棄

物のうちリサイクルされている割合は 7%に過ぎないとの試算をしている。 
 

2） バリ州における熱分解ガス化技術導入可能性検討 
上述のとおり、プラスチック廃棄物のうちリサイクルされている割合は 7%であり、多

くは不純物を含むリサイクル不適プラスチックである。こうしたプラスチック廃棄物の処

理には、プラスチック廃棄物を焼却制御しつつガス化（熱分解）し、合成ガスから水素を

得るケミカルリサイクル技術の適性が高く、日揮ホールディングスが当該技術を提供して

いる。本技術に関する説明資料は、参考資料 3 に詳細に示す。 
 

 
24 Bali Partnership Platform, https://www.balipartnership.org/en_gb/ 
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図 2-55 日揮ホールディングスの熱分解ガス化プラントの概要 

 
Bali Partnership Platform によると、バリ州における廃棄物発

生量はデンパサール市及びバドゥン県が最も多く、一日当たり

合計約 1,600 トンである。そのうち、プラスチック廃棄物は約

40%にあたる 640 トン発生する。 
また、バリ州環境局へのヒアリングによると、デンパサール

市では TPA の新設に加え、TPST 3R と呼ばれる TPS より大規

模で日量 450 トンの処理が可能な施設を新たに 3 か所設置し

ている 25。こうした TPS、TPST、ゴミ銀行、デンパサール市の

回収事業者を取りまとめ、発生する廃棄物を 50 %回収するこ

とを仮定し、日量約 800 トンを上述のガス化プラントへ供与す

る想定で、CO2 排出削減量を試算した。 
廃プラスチック熱分解による水素収率は、日揮グローバル株

式会社によるとプラスチックの性状に左右されるものの、良質な廃プラスチック組成の場

合、10,000 トンの廃プラスチックから水素 1,300～1,500 トンが得られるとされている。そ

のため、日量 800 トンの廃プラスチックから日量 104 トンの水素が得られる試算となる。

ここでは、得られた水素を産業用燃料電池向けに供給するケースを想定する。 
水素 1 kg が持っている高位発熱量は 142 MJ、電力量 1 kWh は 3.6 MJ であるため、除算

すると水素 1 kg は電力量 39.44 kWh に相当する。年間 37,960 トン（3,796 万 kg）の場合、

149,714,240 kWh に相当する。産業用蓄電池の発電効率は、経済産業省の報告によれば 2019

 
25 ANTARA KANTOR BERITA INDONESIA, “Tiga TPST di Denpasar ditargetkan olah 450 ton 

sampah per hari” https://www.antaranews.com/berita/3373515/tiga-tpst-di-denpasar-
ditargetkan-olah-450-ton-sampah-per-
hari?utm_source=antaranews&utm_medium=desktop&utm_campaign=related_news（2023 年 1
月 31 日） 

図 2-56 バリ州における自

治体別廃棄物発生割合 
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年時点で 48 %とされているため、電力量としては 71,862,835 kWh 相当と考えられる。 
この電力をグリッド代替すると考えた場合、バリ島における再生可能エネルギーによる

グリッド排出係数である 0.613 tCO2/MWh を乗じて、44,051 tCO2 となる。対象設備のコス

トは、立地や前処理設備の要否に大きく左右されるため、規模も含め想定が難しいため、

本検討においても、JCM 設備補助事業の費用対効果基準値（4,000 円/t-CO2）から逆算し補

助額を想定する。なお、法定耐用年数は、厳密には国税庁への確認が必要であるが、熱分

解ガス化と水素製造という特性からガス業用設備と仮定し、その製造用設備に規定されて

いる 10 年を想定する。10 年間の CO2 排出削減量総計は約 44 万トンとなるため、費用対

効果基準値の 4,000 円を乗じると 17 億円となる。本設備は現状、JCM 設備補助事業の対象

技術として 1 件目に該当することから、補助率は 50 ％が適用され得る。よって、補助率

50 %で割り戻した額である 34 億円を対象とした補助対象設備を設定することで、JCM 事

業として成立させることが可能となる。 
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3. 低炭素社会実現のための都市間連携（現地関係者との協議） 

今年度の都市間連携事業は、新型コロナウィルスの感染収束を受け、現地調査を含む活

動を実施できた。リモート会議等も活用しつつ、事前に調査内容や活動の状況の説明を行

うことで、現地関係者から理解を得るとともに、バリ州政府、Pertamina 社、関係企業との

関係構築と情報収集に基づく検討を実施できた。 
主な活動を以下にまとめる。 

表 3-1 本事業における活動内容 

日時 活動内容 参加機関 

2022 年 8 月 14 日 バリ州エネルギー鉱物資源局協議 ウダヤナ大学、JANUS 

2022 年 8 月 15 日 デンパサール市ごみ銀行訪問 ウダヤナ大学、JANUS 

2022 年 8 月 16 日 バリ州環境局協議 ウダヤナ大学、JANUS 

2022 年 8 月 16 日 BUDUK 村廃棄物処理場訪問 JANUS 

2022 年 8 月 29 日 富山市、北酸との協議 富山市、北酸、JANUS 

2022 年 9 月 26 日 日本空調北陸との協議 日本空調北陸、JANUS 

2022 年 10 月 11 日 PT,Pertamina 社打ち合わせ 富山市、北酸、JANUS 

2022 年 12 月 14 日 PT.Senergi Kidul Konsulindo 社打ち合わせ PT.SKK、JANUS 

2022 年 12 月 23 日 北酸との協議 JANUS 

2023 年 1 月 6 日 日揮との協議 JANUS 

2023 年 1 月 20 日 PT.Taeyang Group 打ち合わせ PT.SKK、JANUS 

2023 年 1 月 23 日 PT.Gowi Karya Lestari 打ち合わせ PT.SKK、JANUS 

2023 年 1 月 25 日 バリ州打ち合わせ ウダヤナ大学、PT.SKK、JANUS 

2023 年 1 月 26 日 PT. Bintang Terbarukan 打ち合わせ PT.SKK、JANUS 

2023 年 1 月 26 日 PT. Nusa Mata Terbit 打ち合わせ PT.SKK、JANUS 

2023 年 1 月 26 日 PT. Solar Power 打ち合わせ PT.SKK、JANUS 

2023 年 1 月 27 日 PT. Ineco 打ち合わせ PT.SKK、JANUS 

2023 年 1 月 27 日 PT.Fuji Home 打ち合わせ PT.SKK、JANUS 

2023 年 1 月 27 日 Bali Mandara 病院打ち合わせ PT.SKK、JANUS 

2023 年 1 月 27 日 Bali Solar association 打ち合わせ PT.SKK、JANUS 
出所）JANUS 作成 

 
3.1. バリ州との協議事項 

バリ州とは、2 回にわたる協議を通じて、都市間連携事業の実施方針協議、意見交換、

対策方針協議などを進めてきたところである。 
バリ州としては、G20 の機会もあり、さらなるグリーン化に向けて脱炭素の機運が高ま

っており、中でも太陽光発電はポテンシャルが高く、これを推進する提案を歓迎したいと

の要請を得た。その一方、課題として、PLN の系統容量の関係で、系統接続基準、規制が

判然としない状況が続いており、多くの案件がペンディングとなっている点があることに

ついて情報提供を得た。 
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また、EV については、近くアクションプランを公表予定であるが、2023 年 4 月以降に

200 か所の EV ステーションを設立する計画としている。これらの施設への太陽光導入も

期待したいとのことであった。 
水素については、まだ先の技術である認識としたものの、蓄電によるグリッド影響の緩

和や、太陽光発電の間欠性の課題に対処する手段として、実証やその後の普及については

高い関心を得た。 
導入ポテンシャルとして、上述の通り病院が太陽光発電の導入を積極的に進めており、

ぜひ連携を図ってほしいとのコメントであった。 
さらに、 バリ州で一番プロモーションしていきたい点として、ビジネスだけでなく、環

境にやさしいことをアピールできるものとすることを期待したいとのコメントを得た。教

育にも使えるような場所への導入が希望であるとのことに加え、都市間連携事業の中では、

現地の人の雇用につながるようなプロジェクトに仕立てることについて要請があった。 
 

  

図 3-1 バリ州との意見交換（2022 年 8 月（左）、2023 年 1 月（右）） 

 
4. 成果のまとめと今後 

今年度の都市間連携事業の調査結果を踏まえて、以下に今後の計画を示す。 
 
4.1 JCM 設備補助申請 

本年度の調査では、主に現地でのニーズ、導入の適性、導入にあたっての対応可否を中

心に調査・検討を進めてきた。これらの活動により導出されたサイト候補・関係者との関

係を強化するとともに、次年度以降には詳細な導入計画（設計、コスト積算、役割分担）

を検討する方針とする。 
 
4.2 都市間連携活動 

バリ州では、G20 以降も、その成果や機運の高まりを受けて、引き続きグリーン化、脱

炭素化に高い関心を有し、太陽光・EV を中心に普及施策が推進されている。そうした

中、日本国内でも先駆的にゼロカーボンシティの表明に至っている富山市の取り組みにつ

いて関心が高い。 
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こうしたことから、バリ州エネルギー鉱物資源局をはじめ、本事業に関与する

Pertamina Gas 社などは、新型コロナウィルス感染収束を受け、富山市への訪問を計画し

ているところである。こうした招聘の機会を設け、より富山市の政策、および市内企業の

取り組み支援の優良事例を示し、バリ州での展開を後押ししたい考えである。 
こうした動きを踏まえた今後の実施工程を以下に示す。 
 

 
以上

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

1)
①

a. 適合地点調査
b. 地点情報収集
c. 体制構築

②
a. CO2排出削減効果
b. コスト試算
c. 経済性、投資回収分析

2)
①

a. 適合地点調査
b. 地点情報収集
c. 体制構築

②
a. CO2排出削減効果
b. コスト試算
c. 経済性、投資回収分析

3)
①

a. 廃棄物性状調査
b. 収集・前処理方法検討
c. 体制構築

②
a. CO2排出削減効果
b. コスト試算
c. 経済性、投資回収分析

1)
① セミナー開催
② 政策対話およびトップ会談

1)
2)
3)
4)

1)
2)

効果検証

実現可能性調査

報告会
報告書作成・提出

現地調査（JGC Indonesia関係者派遣、オンライン）
現地関係者向けワークショップ/富山市招聘
環境省指定の会議での発表（調査対象国における国際会議）
環境省指定の会議での発表（国内向け都市間連携事業に関する会議）

3. 報告会・報告書作成

効果検証

FY2022 FY2023 FY2024

2. 現地調査・セミナー

富山市による取組の共有および脱炭素政策移転

1. 応募事業事業化に向けた取組

1.2 政策提言活動

調査項目

水素製造および燃料電池による系統連系事業

脱炭素型廃棄物処理適正化支援

1.1 水素製造利用等事業調査

FCVおよびEVモビリティ利用事業

対象サイト特定

効果検証

対象サイト特定
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